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16 2 1 1 15 マイナンバーカード交付事務費補助金

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

444 0 0 0

充当額
444

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

13 使用料及び賃借料 5,706 6,150 444
18 負担金補助及び交付金 703 703 0

11 役務費 2,652 2,652 0
12 委託料 18,627 18,627 0

増減額
8 旅費 109 109 0
10 需用費 3,520 3,520 0

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(2-1) 戸籍住民基本台帳経費

3 戸籍住民基本台帳費

節 補正前の額 補正後の額

令和 7年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 町民課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

戸籍法、住民基本台帳法
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
東員町印鑑の登録及び証明に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

町民課の窓口で住基等の事務で使用してる３台の統合端末について、Windows10のサポー
トが令和7年10月で終了することに伴い、Windows11へアップグレードするため機器の更
新を行うものです。

事 業 費

主な経費内容

住基ネットワークシステム機器使用料　　　　　 　443,520円

1 戸籍住民基本台帳費

444

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-2　行政機能の確保・管理

補正前の額 補正額 補正後の額
31,317 444 31,761
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項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
825,526 1,435 826,961

事業名 (9-1) 障害者自立支援事業 事業費 1,435

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-4　障がい者福祉の推進

7 報償費 63 63 0
8 旅費 18 18 0
10 需用費 156 156 0
11 役務費 1,426 1,426 0
12 委託料 2,200 3,635 1,435
13 使用料及び賃借料 2,865 2,865 0
18 負担金補助及び交付金 1,701 1,701 0
19 扶助費 817,097 817,097 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

717 0 0 718
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 2 1 19 障害者総合支援事業費補助金 717

補正前の額 補正額 補正後の額

根 拠 法 令
条 例 等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

居宅介護サービス等の訪問系サービス事業所が提供したサービスの報酬を国保連合会な
どへ請求する際に使用する、国が定める単価コードの内容に修正があり、厚生労働省か
ら全国の自治体の審査システムおよび事業者の請求ソフトを改修する旨の通知がなされ
ました。
それに対応するため、町の審査システムの改修経費を計上するものです。補 正 予 算 の

事 業 概 要

主な経費内容

システム改修委託料　　　　　1,435,000円

事 業 費

令和 7年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費
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令和 7年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (22-1) 臨時特別給付金事業（調整給付分） 事業費 189,140

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

地方税法、所得税法、東員町町民税条例、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金制
度要綱

本事業着手のため既定予算を編成した時点においては、算出根拠となる情報が未確定で
あったため、国の試算による交付金内示額に基づき予算計上していましたが、令和7年度
課税情報が確定し、実数を基に算出したところ、既定予算に不足が見込まれることか
ら、増額予算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算事務委託料　　　　　　　2,200,000円
派遣委託料　　　　　　　　　4,290,000円
物価高騰生活支援給付金　　180,110,000円
　〔物価高騰生活支援給付金積算内訳〕
　　（R7課税情報による算定額）－　（既定予算額）　＝　（補正予算額）
　　　　　200,000,000円　　　 －　19,890,000円　　＝　180,110,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
0 189,140 189,140

3 職員手当等 0 660 660
10 需用費 0 52 52
11 役務費 0 1,631 1,631
12 委託料 0 6,490 6,490
13 使用料及び賃借料 0 197 197
18 負担金補助及び交付金 0 180,110 180,110

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

189,140 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 27 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税一体支援枠分） 189,140
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